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厚生労働省保険局 医療介護連携政策課長  

渡辺由美子 

医療・介護の連携 
～制度・政策の視点から～ 

 



医療・介護政策の流れ（過去10年を振り返って） 
年 医療 介護 

２００５ 2005年介護保険制度改正 
 ・地域密着型サービスの創設  
 ・地域包括支援センターの創設 等 

２００６ 2006年度診療報酬改定 
 ・在宅療養支援診療所の創設 

2006年度介護報酬改定 
 ・地域密着型サービスの報酬設定 等 

２００９ 地域医療再生基金の創設（補正予算） 

２０１１ 在宅医療連携拠点事業 2011年介護保険制度改正 
 ・複合型サービス、定期巡回・随時対応型訪 
  問介護の創設 等 

２０１２ 2012年度介護報酬改定 
 ・複合型サービス等の報酬設定 等 

２０１３ 在宅医療推進事業 

２０１４ 2014年度診療報酬改定 
 ・地域包括ケア病棟入院料の創設 
 ・主治医機能の評価 等  

地域医療介護総合確保推進法の成立 



 

１．新たな基金の創設と医療・介護の連携強化（地域医療介護総合確保促進法関係） 
 ①都道府県の事業計画に記載した医療・介護の事業（病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進等）のため、 

  消費税増収分を活用した新たな基金を都道府県に設置  

 ②医療と介護の連携を強化するため、厚生労働大臣が基本的な方針を策定  

 

２．地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保（医療法関係） 
 ①医療機関が都道府県知事に病床の医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）等を報告し、都道府県は、それをもとに

地域医療構想（ビジョン）（地域の医療提供体制の将来のあるべき姿）を医療計画において策定  

 ②医師確保支援を行う地域医療支援センターの機能を法律に位置付け  
 

 

３．地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化（介護保険法関係） 
 ①在宅医療・介護連携の推進などの地域支援事業の充実とあわせ、予防給付(訪問介護・通所介護)を地域支援事業に移行し、 

  多様化  ※地域支援事業：介護保険財源で市町村が取り組む事業 

 ②特別養護老人ホームについて、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える機能に重点化  

 ③低所得者の保険料軽減を拡充  

 ④一定以上の所得のある利用者の自己負担を２割へ引上げ（ただし、一般の世帯の月額上限は据え置き） 

 ⑤低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の要件に資産などを追加  
 

４．その他  
 ①診療の補助のうちの特定行為を明確化し、それを手順書により行う看護師の研修制度を新設 

 ②医療事故に係る調査の仕組みを位置づけ  等 

   

 平成２６年６月２５日。ただし、医療法関係は平成26年10月以降、介護保険法関係は平成27年４月以降など、順次施行。 

 概 要 

 施行期日 

地域医療介護総合確保推進法の概要 
(地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律) 



地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針 

【意義】 
  「団塊の世代」が全て75歳以上となる2025年に向け、利用者の視点に立って切れ目のない 
   医療及び介護の提供体制を構築。自立と尊厳を支えるケアを実現。 
 

【基本的方向】 
  ① 効率的で質の高い医療提供体制の構築と地域包括ケアシステムの構築 
  ② 地域の創意工夫を生かせる仕組み 
  ③ 質の高い医療・介護人材の確保と多職種連携の推進 
  ④ 限りある資源の効率的かつ効果的な活用 
  ⑤ 情報通信技術（ICT）の活用 

平成２６年９月１２日告示 

【基金の活用に当たっての基本方針】 
  ○ 都道府県は、関係者の意見が反映される仕組みの整備 
  ○ 事業主体間の公平性など、公正性・透明性の確保 
  ○ 診療報酬・介護報酬等との役割分担の考慮 等 
  

【基金事業の範囲】 
  ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設・設備整備等に関する事業 
  ② 居宅等における医療の提供に関する事業 
  ③ 介護施設等の整備（地域密着型サービス等）に関する事業 
  ④ 医療従事者の確保に関する事業 
  ⑤ 介護従事者の確保に関する事業 

地域における医療及び介護の総合的な確保の意義・基本的方向 

新たな財政支援制度（基金）に関する基本的な事項 
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地域医療介護総合確保基金の対象事業 

１  地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に 
    関する事業 
２  居宅等における医療の提供に関する事業 
３  介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等） 
４  医療従事者の確保に関する事業 
５  介護従事者の確保に関する事業 

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画） 

○ 基金に関する基本的事項 
  ・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備） 
  ・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保  
  ・診療報酬・介護報酬等との役割分担 
 

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項 
   医療介護総合確保区域の設定※1  ／  目標と計画期間（原則１年間）  ／  
   事業の内容、費用の額等  ／  事業の評価方法※2 

     ※1  都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を 
         踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。 
      ※2  都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施   
         国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用 
 

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成 

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の 

 確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。 
 

○ このため、消費税増収分を活用した新たな財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）  を創設し、各都道府県に設置。 

 各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。 



地域医療介護総合確保基金の平成２７年度予算案について 

○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、消費税増収分を活用した新たな財政支援制度（地域医療介 
 護総合確保基金）  を創設し、各都道府県に設置。 

○ 地域医療介護総合確保基金の平成２７年度予算案は、公費ベースで１，６２８億円（医療分９０４億円、介護分７２４億円）   
   ※ 国と都道府県の負担割合は、２／３：１／３ 

○ 平成２７年度以降は、介護を含む全ての事業を対象とすることとしており、対前年度予算７２４億円増。 

地域医療介護総合確保基金の対象事業 

１  地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備
の整備に関する事業(※) 

２  居宅等における医療の提供に関する事業(※) 

３  介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等） 

４  医療従事者の確保に関する事業(※) 

５  介護従事者の確保に関する事業 

※ 基金の対象事業は、平成26年度は医療を対象として１、２、４を、 
 平成27年度以降は介護を含めて全ての事業とする。 

医療分 
904億円 

平成２６年度予算 

９０４億円 

介護分 
724億円 

１，６２８億円 

平成２７年度予算案 

医療分 
904億円 

＋７２４億円 

今後のスケジュール（案） 

２７年１月～ 都道府県ヒアリング実施 
              （※都道府県による関係者からのヒア 
                リング等実施） 
 予算成立後 基金の交付要綱等の発出 
       介護分を都道府県へ内示 
   ６月中 医療分を都道府県へ内示 
   ７月中 交付決定（※都道府県計画提出） 

地域医療介護総合確保基金の予算 



在宅医療・介護連携推進事業（介護保険の地域支援事業、平成２７年度～） 

 地域の医療機関の分布、医療機能
を把握し、地図又はリスト化 

 さらに連携に有用な項目（在宅医
療の取組状況、医師の相談対応が
可能な日時等）を調査した結果を
、関係者間で共有、住民にも公表 
等 

（ア）地域の医療・介護サービス資源の把握 

（熊本市） 

（イ） 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議 

 地域の医療機関・ケアマネジャー等介護関係者等が参画
する会議を開催し、在宅医療・介護連携の現状と課題の
抽出、解決策等を協議 等 

（オ）在宅医療・介護関係者の研修 

（ウ）在宅医療・介護連携支援センター（仮称）の運営等 

 在宅医療・介護連携の支援窓口の設置・運営により、在
宅医療と介護サービスの担当者（看護師、社会福祉士等
）の連携を支援するコーディネーターを配置して、連携
の取組の支援とともに、ケアマネジャー等から相談受付 
等 

（エ）在宅医療・介護サービス等の情報の共有支
援 

 地域連携パス（在宅医療を行う医療機関
、介護事業所等の情報を含む）等の活用
により、在宅医療・介護の情報の共有支
援 

 在宅での看取り、急変時の情報共有にも
対応 等 

（キ）地域住民への普及啓発 

  地域住民を対象に
したシンポジウムの
開催 

 パンフレット、チラ
シ、区報、HP等を
活用し、在宅医療・
介護サービスに関す
る普及啓発 

 在宅での看取りにつ
いても普及啓発 等 

（鶴岡地区医師会） 

 地域の医療・介護関係者がグループワーク
等を通じて、多職種連携の実際を学ぶ 

 介護職種を対象とした医療関連のテーマの
研修会を開催 等 

（カ）24時間365日の在宅医療・介護サービス
提供体制の構築 

 
 

 
 

（ク）二次医療圏内・関係市区町村の連携 
 
 

 
 
 
 

◆地域の医療・介護関係者の協力を得て、在
宅医療・介護サービスの提供体制を整備 
等 

◆二次医療圏内の病院から退院する事例等
に関して、都道府県、保健所等の支援の
下、在宅医療・介護等の関係者間で情報
共有の方法等について協議 等 

7 

○事業項目と取組例 

○ 在宅医療・介護の連携推進については、これまで医政局施策の在宅医療連携拠点事業（平成23・24年度）、在宅医療推進事業（平成

25年度～）により一定の成果。それを踏まえ、介護保険法の中で制度化し、全国的に取り組む。 

○ 介護保険法の地域支援事業に位置づけ、市区町村が主体となり、郡市区医師会等と連携しつつ、取り組む。 

○ 可能な市区町村は平成27年4月から取組を開始し、平成30年4月には全ての市区町村で実施。 

○ 各市町村が、原則として（ア）～（ク）の全ての事業項目を実施。 

○ 一部を郡市医師会等（地域の中核的医療機関や他の団体を含む）に委託することができる。 

○ 都道府県・保健所が、市町村と都道府県医師会等の関係団体、病院等との協議の支援や、都道府県レベルでの研修等により支援。国は

、事業実施の手引き書や事例集の作成等により支援。都道府県を通じて実施状況を把握。 



医療機能の分化・連携と、地域包括ケアシステム 
の構築を一体的に推進 

  平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成２６年度 平成３０年度 

医療と介護の一体改革に係る今後のスケジュール 

同時改定 

（予定） 

基金（医療分のみ） 基金（介護分を追加） 基金 基金 

総合確保方針 

医療計画 
基本方針 

病床機能報告 

医療介護 
総合確保法 

改正医療法 

改正介護保険法 

総合確保方針 

介護保険事業 
（支援）計画策定 

医
療
計
画 

策
定 

介
護
保
険
事
業 

（
支
援
）計
画
策
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介護保険事業 
計画基本指針 

介護保険事業 
計画基本指針 

・2025年度までの
将来見通しの策定 

介護報酬改定（予定） 診療報酬改定（予定） 

基金造成・執行 

地域医療構想（ビジョン）の策定 

第6期介護保険事業（支援）計画に位置付けた施策の実施 

・2025年の医療需要と、目指すべき医療提供体制 
・目指すべき医療提供体制を実現するための施策 

・介護サービスの拡充 
・地域支援事業による在宅医療・介護連携、 
 地域ケア会議、 
・ 認知症施策、生活支援・介護予防等の推進 

第6次医療計画 第７次医療計画 
第７期介護保険 
事業計画 第5期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画 

病床機能分化・連携の 
影響を両計画に反映 

医療保険制度改革について、必要な
法律案を平成27年通常国会に提出 

必要な措置を平成29年度までを目途に順次講ずる 

地域医療構想の 
ガイドライン（年度末） 

・医療保険制度の財政基盤の安定化 
・保険料に係る国民の負担に関する公平の確保 
・保険給付の対象となる療養の範囲の適正化   等 

医療保険制度改革 


